
 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「錆（腐食）」               「ずれ・回転」 

図 3-9 プレートにおける異常の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「飛び出し」                「錆（腐食）」  

図 3-10 テンドンにおける異常の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「目地の開き」              「浮き上がり」      
                         （背面土砂流亡） 

 

図 3-11 受圧構造物における異常の例 
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アンカー頭部で観察できる異常のうち、荷重の緩和で生じた緩み（例えばキャップの緩みやプレー

トの浮きなど）は、側部から観察することで確認しやすくなる（図 3-12）。 

 

 

図 3-12 側部からの点検で異常が確認しやすくなる例 

（右の写真のように側部からみるとプレートの浮きが容易に判断できる） 

 

 

実際に点検を行うときは、巡視ルートから点検者自身の安全を確保しつつ、施設の状態を観察する。

特に地震や豪雨時などの点検では、斜面が不安定化している可能性もあるため、状況に応じて、斜面

に近づきすぎないよう留意する。 

日常管理で確認できた異常については、ある程度の位置情報を付して記録し、情報の引き継ぎを容

易にする。また、定期的に観察していく中で気になる点があれば、点検項目になっていない事象であ

っても記録として残しておくことが重要である。 

アンカー工では、補修・補強の一環として、テンドンの飛び出しを防ぐための飛び出し防止対策が

施されている場合もある（図 3-13）。こうした状況も、記録として残しておく。 

施設の点検には、必要に応じて双眼鏡などを活用するほか、カメラを携帯し異常の記録や施設の状

態（全景・近景）の写真を残すことを心がける。 

 

 

 
図 3-13 飛び出し防止対策例 
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3.2.3 施設周辺の点検 

施設周辺の点検では、表 3-11 に示す地表変状等について明瞭な異常を記載する。地表変状の主

なものには、段差や亀裂、崩壊等があり、湧水等の地下水の情報も確認された場合は記録する（図 

3-14、図 3-15）。さらに、過去の点検において確認された変状がある場合は、その変状箇所の現

状について過去の記録からの変化等に着目して確認し、概査や緊急対応等が必要か判断する。また、

人家や道路、農業用施設等の保全対象との位置関係を予め確認し、異常が進行した場合の影響につい

て想定しておく。 

調査範囲はアンカー周辺５m 程度を一つの目安とするが、受圧構造物がそれ以上に大きい場合は、

受圧構造物の設置範囲を対象とする。 

 

 

表 3-11 日常管理における確認事項（施設周辺） 

対象 異常が見られる事象 

周辺の状況 
1.受圧構造物の浸潤や地下水の湧出  

2.地表の変化(盛り上がり・変形・沈下・陥没・亀裂・崩落・中抜け等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地下水の湧出」              「地表の沈下」 
（滑落崖の形成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「中抜け」 
    （枠内の表土移動） 

 

図 3-14 周辺の状況における異常の例 
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図 3-15 道路やコンクリート構造物に見られる変状の例 

 

 

 

 

3.2.4 点検結果の整理と対応 

点検にあたって、過去に行った点検時の状況を整理しておくと、異常の有無が確認しやすくなる。

そのため、点検記録はできるだけ写真とともに整理する。 

点検結果は、「①追加調査（概査）が必要」、「②点検（日常管理）を継続」の２つに評価し、施設

の基本情報として整理する。 

結果の評価は、基本的には以下の判断で行う。 

 

①「追加調査（概査）が必要」 

異常が疑われる事象が存在し、アンカー工の機能を評価するためには、その事象を含む施設の異常

の状態を詳細に把握した方がよい場合 

②「点検（日常管理）を継続」 

目視で検知できる異常がなく、日常管理を続ける場合 

 

点検結果の評価の際は、「異常が見られる項目」が一つでも確認された場合に「追加調査が必要」

と判断する。 

過去に概査や詳細調査が実施されている場合は、既存の調査や点検記録を参考にし、確認された異

常に進行性がある場合や、異常の数が増加傾向にあるときは、優先的に「概査」の実施を検討する。

一方、異常に進行性が見られず、近くに重要な保全対象がない場合などは、軽微な補修や補強を検討

するか、把握された異常に留意しながら日常管理を継続してもよい場合もある。 

なお、テンドンの飛び出しがあるような場合は、同じ要因で別のテンドンも飛び出して周辺の安全

に影響を及ぼすことが考えられる。このような場合は、周辺状況を踏まえて、施設周辺への立入制限

や飛び出し防止対策など、緊急対応・応急対策を検討する。 

また、「追加調査が必要」と判断されても、施設への接近が困難で、概査ができないと想定される

場合は、専門技術者に今後の対応について意見を求めることが望ましい。

地すべり活動で道路やコンクリート構造物に変状が現れることが多
い。過去になかった亀裂が生じていたり、これまであった変状が大きく
なっているときは、地すべりの変位が影響している可能性がある。 

←目地の開き 

水路のズレ→ 

←路面の亀裂 
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3.3 基本情報調査（既存資料の収集整理） 

基本情報調査では、対象とする地すべり防止施設だけでなく、地すべり防止区域や地すべりブロッ

クに関して資料収集を行い、機能診断調査や対策工検討時の基礎資料として活用しやすいように整

理するものである。また、機能診断調査の各段階の結果についても整理する必要がある。 

施設に関する基本情報調査は、原則として施工完了時に取りまとめるのがよいが、既に施設が供用

されており、日常点検結果以外の基本情報が整理できていない場合でも、概査を行う前に必要な情報

を整理する。また、地すべり防止区域や地すべりブロックの情報については、概成時までに整理する。 

基本情報調査は、施工時や機能診断調査の各段階で行われるため、それぞれの段階で専門技術者が

まとめるのが効率的である。 

ここで整理される情報は、一つに取りまとめて保存することが望ましい。それぞれ必要に応じて追

加更新し、維持管理に必要な情報を整備する。施設の維持管理は一般に防止区域ごとに行われること

が多いため、取りまとめる情報は地すべり防止区域ごとに以下の階層を参考に構成することを基本

とする。本手引きでは、図 3-16に示す基本情報調査の整理例のうち、b～d について、表 ３-12

～表 ３-19に様式例、記入例を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 基本情報調査の整理例 

 

 

3.3.1 地すべりブロック、施設及び保全対象に関する情報の収集整理 

対象の地すべりブロックに関して実施された各種調査・解析業務報告書、設計業務報告書、設計図

書、工事図書、概成報告書等を用いて、基本情報を表 ３-12、表 ３-13に整理する。 

地すべりブロックに関する情報の整理は、「地すべり防止施設の機能保全の手引き～抑制工編～」

にある「地すべりブロック台帳（様式-２（1）～（2））」を参考とした。また、施設の位置を確認す

るための位置案内図や巡視ルート図も別途作成しておけば、今後の施設管理に役立てられる。 

ここでは、以下の事項について取りまとめる。 

 

① 地すべり防止区域、地すべりブロックに関する情報 

 地すべり防止区域の名称・所在・指定年月日・災害履歴・災害状況・現在状況や変状 

 地すべりブロックの規模（最大幅、延長、最大すべり面深度）、保全対象 

 地質状況（基礎地盤の地質時代、地層名、岩相・岩質等） 

 水理状況（地表水の排水状況、湧水、湿地の分布等） 

 地すべり分類（地すべりの形態や構成物質等による地すべり分類） 

a.防止区域基本情報 b.地すべりブロック

情報 

c.地すべり防止施設

情報 

d.各種点検記録 
e.詳細調査記録 

f.各種対策記録 
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 地すべり機構（地すべりの特徴、素因、誘因等） 

 地すべりブロック位置図・平面図 

（地質、ボーリング孔・解析測線・対策工、保全対象の位置等を記載） 

 地すべりブロック断面図 

 

② 地すべりブロック内の既設対策工及び機能診断対象施設に関する情報 

 地すべりブロック内の対策工の概要（工種、竣工年、数量、施設諸元等） 

 対策工の補修・洗浄履歴（施設の補修、荷重調整、孔内洗浄等の実施記録） 

  

③ 地すべり観測や地すべりブロックの安定解析等に関する情報 

 既往地すべり観測調査の概要（観測期間、観測方法、観測地点、観測結果等） 

 残存観測孔の孔名・位置・観測孔の確認年月日 

 地すべりブロック安定解析結果（測線名、水位観測孔名、目標安全率、対策工後安全率） 

    地すべりブロックの活動性評価（評価年月日、評価、地すべりブロックの現況） 

 

アンカー工に関する施設情報の整理は、表 ３-14に示す「基本情報記録（アンカー工）」の様式例

を参考にするのがよい。 

ここでは、以下の事項について取りまとめる。 

 

   ①地すべりブロック情報（地すべりブロックの基本的情報等） 

   ②工法・設計情報（アンカー工の基本情報、設計諸元、部材諸元等） 

   ③関連資料（施設に関する関連資料の有無） 

   ④履歴情報（被災履歴、補修履歴等） 

 

上述した情報の整理は、既存関連資料から転記することで行う作業であるが、そこで得られない情

報については、可能な範囲で概査等を利用して収集し、情報を更新する。また、点検の際の重点確認

範囲を具体的にするため、地すべり活動やテンドンの飛び出しによる被害想定範囲を予め示し（10m

程度の範囲を目安とするが、実績がある等それ以上のおそれがある場合は別途検討）、その範囲と保

全対象の位置・規模等との関係を整理し、点検の効率化に役立てる。 

 ここに示した既存資料は、施設の維持管理にとって重要な情報であるため、施設の供用期間を通じ

て保存管理していく必要がある。その中で施設の設計条件に関する資料、現地と整合する完成図など

の図面類及びアンカー工の荷重計測値は、施設管理をする上で基本的な情報であり、電子記録媒体な

どに記録し保存することが望ましい。設計条件に関する資料からは、どの程度の規模の地すべりを想

定して設計されているのか、各部材の耐力がどの程度あるか等、設計時に考慮されている各条件を拾

い出すことができる。また、図面類からは、目視できない部分も含めて、アンカー工の構造全体を把

握することができる。アンカー荷重については、定着時緊張力や設計アンカー力などの情報を残すこ

とで、供用後再度荷重を計測した場合に、経年的な荷重変化の傾向を把握することが可能となる。 

 なお、こうした資料が既に破棄されている場合は、設計や施工に携わった関係業者に照会するのも

一つの手段といえる。その際、資料の有無に関わらず照会先については「基本情報記録（表 ３-14）」

に明記する。また、定着時緊張力などの情報は、施工写真や施工計画書等に記されていることが多い

ため、見落としがないようにする。 

 収集した資料の情報は、資料名や保管場所等について「地すべりブロック関連資料リスト（表 ３



 

28 

 

-15）に整理する。 

 基本情報調査では、施設の設置経緯から供用後の維持管理内容に至るまで、各段階の様々な資料が

収集されるため、容易に全体を把握するのは難しい。そのため、施設に関するこれまでの経緯を大局

的に理解できるよう、「地すべりブロック年表（表 ３-16）」を利用して情報を整理するのがよい。 
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表 ３-12 基本情報調査票（１／５） 地すべりブロック台帳（１／２） 
様式-２(1) 基本情報調査票（1/5）

区域名

指定年月日 所在地

災害履歴 有（　　　　年）　・　無　・　不明 被災状況

地すべり規模 最大幅： ｍ 延長： ｍ 最大すべり面深度： ｍ

保全対象

気象等

地質状況

水理状況

地すべり分類

地すべり機構 発生機構 素因： 誘因：

すべり面形状 横断方向： 縦断方向：

運動機構

観測孔

工種 施工年 数量 施設諸元（規模・構造等）

観測種別 観測の有無（観測期間） 観測方法 観測地点 観測結果・対策工効果

地下水位

移動量

解析の有無（実施年） 測線名 水位観測孔 目標安全率 対策後安全率 解析内容・結果

評価年月日 評価 地すべりブロックの現況

作成日 作成者

地すべりブロック名

地すべりブロック台帳（1/2）

安
定
解
析

活
動
性
評
価

備
考

既
設
対
策
工

施設の補修・洗浄
履歴

地下水排除
工排水量

既
往
観
測
調
査
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表 ３-13 基本情報調査票（２／５） 地すべりブロック台帳（２／２） 様式-２(2) 基本情報調査票（2/5）

区域全体平面図・地すべりブロック平面図

地すべりブロック断面図（測線名：　　　　）

地すべりブロック台帳（2/2）
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表 ３-14 基本情報調査票（３／５） 基本情報記録（アンカー工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式-２(3) 基本情報調査票（3/5）

都道

府県

市区

町村
北緯 東経

工種

設定

割合

年度 年度

支持

方式

定着

方式

施設名 保全対象

荷重計設置 □あり　　□なし 状況

□あり　　□なし 方法

荷重調整 □あり　　□なし 状況

設置後被災 □あり　　□なし 状況

補修補強

地盤調査記録

(調査報告書)
□あり　　□なし

設計条件記録

(設計報告書)

作　成　日 作　成　者

履

　

歴

　

情

　

報

□あり　　□なし

設置前被災 □あり　　□なし 状況

特

記

事

項

資料照会先

□あり　　□なし

引抜き試験 □あり　　□なし 長期試験 □あり　　□なし 適性試験 □あり　　□なし

関

　

連

　

資

　

料

設計計算書 □あり　　□なし 標準断面図 □あり　　□なし 構造図

□あり　　□なし
計測データ等

(観測報告書)
□あり　　□なし

施工前

状況写真
□あり　　□なし

施工状況

写真
□あり　　□なし 材料納品記録

ｱﾝｶｰ機能

（作用力）
引き止め効果　　　締め付け効果　　　両方 準拠基準

アンカー

設置地盤

極限周面摩擦

抵抗(kN/m2)

標準配置

間隔(ｍ) 段数(段) 傾角(°)

自由長(m)

ｱﾝｶｰ体

アンカー

体長(m)
β (°)

荷重情報 設計アンカー力 初期緊張力 定着時緊張力

防錆方法 頭部 自由長部

施工者

工法名

(規格)
引張材種類工

　

法

　

・

設

　

計

　

情

　

報

仕様の異なる

アンカー工の有無
有／無

設計 設計者 施工

本数 削孔径
受圧

構造物

②－①

地すべり

ブロック名

管理番号

基本情報記録（アンカー工）

地

す

べ

り

ブ

ロ

ッ
ク

情

報

区域名(路線名等) 管理機関名

所在地

採用対策工

(数量)
抑制工 抑止工

安全率の

設定と工種別

分担割合

①初期

安全率

②目標

安全率
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表 ３-15 基本情報調査票（４／５） 地すべりブロック関連資料リスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様
式

-２
(4

) 
基

本
情

報
調

査
票

（4
/5

）

※
現

地
を

反
映

し
た

竣
工

図
（完

成
図

）ま
た

は
出

来
形

管
理

の
基

準
と

な
っ

た
図

面
お

よ
び

最
終

的
な

設
計

条
件

が
記

さ
れ

て
い

る
資

料
に

つ
い

て
は

、
左

資
料

名
の

左
欄

に
「○

」を
付

す
こ

と

段
階

種
別

(調
査

・
設

計
・
工

事
・
点

検
)

工
種

備
考

管
理

番
号

地
す

べ
り

ブ
ロ

ッ
ク

関
連

資
料

リ
ス

ト

資
料

名
作

成
年

月
著

者
・作

成
者

保
管

場
所

・記
録

媒
体

地
す

べ
り

ブ
ロ

ッ
ク

名

区
域

名
(路

線
名

等
)

管
理

機
関

名

施
設

名
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表 ３-16 基本情報調査票（５／５） 地すべりブロック年表 

  
様

式
-２

(5
) 
基

本
情

報
調

査
票

（5
/5

）

区
域

名
（
路

線
名

等
）

計
測

種
別

主
た

る
計

測
デ

ー
タ

点
検

時
の

計
測

値

計
測

地
す

べ
り

ブ
ロ

ッ
ク

年
表

地
す

べ
り

ブ
ロ

ッ
ク

名
施

設
名

地
す

べ
り

の
発

生

特
異

な
気

象
や

地
震

の
有

無
と

状
況

備
考

災
害

発
生

時
等

の
気

象
情

報

な
ど

が
あ

れ
ば

記
録

す
る計

測
値

年

補
修

点
検

調
査

設
計

追
加

施
工

施
工
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表 3-17 基本情報調査票（３／５） 基本情報記録（アンカー工）の記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式-２(3) 基本情報調査票（3/5）

都道

府県

市区

町村
北緯 東経

工種

設定

割合

年度 年度

支持

方式

定着

方式

地

す

べ

り

ブ

ロ

ッ
ク

情

報

区域名(路線名等) □□□ 管理機関名 ××農林事務所

所在地 東京

地すべり

ブロック名

千代田区 ○○ ３５度○分○秒 １３９度○分○秒

０．１００．９５ １．２０ ０．１５

安全率の

設定と工種別

分担割合

①初期

安全率

②目標

安全率
アンカー工 横ボーリング工

②－① ０．２５ ０．６ ０．４

Ｂ１２ 施設名 ① 保全対象 人家、農地

管理番号

基本情報記録（アンカー工）

採用対策工

(数量)
抑制工 横ボーリング工(２群) 抑止工 アンカー工（２４本）

アンカー

設置地盤
風化岩

極限周面摩擦

抵抗(kN/m2)
０．６

シース、グラウト

削孔径 １３５ｍｍ
受圧

構造物
吹付枠工

２ ２０

自由長(m) １０．０

防錆方法 頭部 キャップ、防錆油

７０

自由長部
シース、防錆油

グラウト
ｱﾝｶｰ体

平成17 設計者 ○○設計(株) 施工 平成19

本数 １０本

施工者 △△建設(株)

荷重情報 設計アンカー力 270 kN/本 初期緊張力 250 kN 定着時緊張力 250 kN

工法名

(規格)

ＶＳＬ

（Ｅ５－２）
摩擦方式(引張り型) くさび方式 引張材種類 ＰＣ鋼より線

関

　

連

　

資

　

料

設計計算書 □あり　　□なし 標準断面図 □あり　　□なし 構造図

アンカー

体長(m)
３．０ β (°)

施工前

状況写真
□あり　　□なし

施工状況

写真
□あり　　□なし 材料納品記録

標準配置

間隔(ｍ) ２．０ 段数(段) 傾角(°)

工

　

法

　

・

設

　

計

　

情

　

報

仕様の異なる

アンカー工の有無
有／無

平成19年度施工：10本、平成22年度施工：14本

（平成22年度施工のアンカー工については別紙参照）

設計

□あり　　□なし

引抜き試験 □あり　　□なし 長期試験 □あり　　□なし 適性試験 □あり　　□なし

ｱﾝｶｰ機能

（作用力）
引き止め効果　　　締め付け効果　　　両方 準拠基準 グラウンドアンカー設計・施工基準，同解説(2000)

□あり　　□なし

地盤調査記録

(調査報告書)
□あり　　□なし

設計条件記録

(設計報告書)
□あり　　□なし

計測データ等

(観測報告書)
□あり　　□なし

□あり　　□なし 方法

荷重調整 □あり　　□なし 状況

履

　

歴

　

情

　

報

設置前被災 □あり　　□なし 状況 平成17年の台風により地すべり変動を記録、道路面に亀裂が発生

設置後被災 □あり　　□なし 状況

補修補強

作成日 平成２５年○月○日 作成者 ○○○○

荷重計設置 □あり　　□なし 状況

特

記

事

項

既往資料照会先 　××農林事務所（施設管理者）、△△△設計事務所（詳細設計実施者）
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表 ３-18 基本情報調査票（４／５） 地すべりブロック関連資料リストの記入例 

 

 

 

様
式

-２
(4

) 
基

本
情

報
調

査
票

（4
/5

）
_

○

※
現

地
を

反
映

し
た

竣
工

図
（完

成
図

）ま
た

は
出

来
形

管
理

の
基

準
と

な
っ

た
図

面
お

よ
び

最
終

的
な

設
計

条
件

が
記

さ
れ

て
い

る
資

料
に

つ
い

て
は

、
左

資
料

名
の

左
欄

に
「○

」を
付

す
こ

と

□
□

□
地

区
地

す
べ

り
観

測
調

査
報

告
書

H
21

.3
○

○
コ

ン
サ

ル
同

上
調

査

工
種

□
□

□
地

区
設

計
報

告
書

H
18

.3
△

△
設

計
事

務
所

同
上

設
計

ｱ
ﾝ
ｶ
ｰ

工

横
ﾎ

ﾞｰ
ﾘﾝ

ｸﾞ
工

□
□

□
地

区
地

す
べ

り
観

測
調

査
報

告
書

H
17

.1
2

同
上

同
上

調
査

備
考

□
□

□
地

区
地

質
調

査
報

告
書

H
16

.3
○

○
コ

ン
サ

ル
第

１
書

庫
（C

D
-R

）
調

査

地
す

べ
り

ブ
ロ

ッ
ク

関
連

資
料

リ
ス

ト

区
域

名
(路

線
名

等
)

□
□

□
管

理
機

関
名

×
×

農
林

事
務

所

地
す

べ
り

ブ
ロ

ッ
ク

名
Ｂ

１
２

施
設

名
①

資
料

名
作

成
年

月
著

者
・作

成
者

保
管

場
所

・記
録

媒
体

管
理

番
号

段
階

種
別

(調
査

・
設

計
・
工

事
・
点

検
)
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表 ３-19 基本情報調査票（５／５） 地すべりブロック年表の記入例 

  
様

式
-
２

(5
) 
基

本
情

報
調

査
票

（5
/
5）

区
域

名
（
路

線
名

等
）

平
成

１
６

年
平

成
１

７
年

平
成

１
８

年
平

成
１

９
年

平
成

２
０

年
平

成
２

１
年

平
成

２
２

年
平

成
２

３
年

平
成

２
４

年
平

成
２

５
年

台
風

○
号

(○
/
○

)

概
成

頭
部

キ
ャ

ッ
プ

補
修

概
査

概
査

計
測

種
別

伸
縮

計
S

-
1

伸
縮

計
S

-
2

伸
縮

計
S

-
3

伸
縮

計
S

-
4

伸
縮

計
S

-
5

主
た

る
計

測
デ

ー
タ

年
累

積
変

位
量

1
6
m

m
年

累
積

変
位

量
5
m

m
年

累
積

変
位

量
1
m

m
年

累
積

変
位

量
0
m

m
年

累
積

変
位

量
0
m

m

点
検

時
の

計
測

値

集
中

豪
雨

連
続

雨
量

2
5
0m

m

台
風

○
号

降
水

量
2
5
0
m

m

落
石

に
よ

り
破

損
し

た
頭

部
キ

ャ
ッ

プ
の

交
換

備
考

災
害

発
生

時
等

の
気

象
情

報

な
ど

が
あ

れ
ば

記
録

す
る

点
検 計

測
値

特
異

な
気

象
や

地
震

の
有

無
と

状
況

補
修

調
査

設
計

施
工

計
測

追
加

施
工

地
す

べ
り

ブ
ロ

ッ
ク

年
表

地
す

べ
り

ブ
ロ

ッ
ク

名
施

設
名

年

地
す

べ
り

の
発

生

Ｂ
１

２
①

□
□

□



 

37 

 

3.3.2 施設の荷重に関する情報の収集整理 

アンカー工は、引張り力で地盤の変位を拘束する機能を持つ施設であり、荷重の管理が重要である。

そのため、設計あるいは施工時に設定した荷重、施工後に実施された再緊張や荷重緩和の荷重調整の

内容、アンカー工の補修や補強の履歴について、荷重測定結果とともに記録する。 

荷重調整は、地すべり活動や保全対象への被害等を契機に行われる場合があるので、荷重調整の履

歴の確認と合わせ、調整を実施した目的や背景等についても把握しておくことが望まれる。また、ア

ンカー工に関する計測・モニタリングが常時もしくは定期的に行われている場合は、その情報につい

ても収集整理する。 

一方、アンカー工の劣化や損傷に対する補修履歴がある場合は、その要因とともに補修内容を記録

する。 

 

3.3.3 地域特性に関する情報の収集整理 

アンカー工の機能低下に影響を与える外的要因として、アンカー工設置箇所の地盤環境や、気象条

件がある。例えば、アンカー工は鋼材であることが多く、材料が腐食しやすい地盤環境下では、設置

後の機能低下について特に注意を要する。アンカー工が設置された地盤に、鋼材を腐食させる要因が

ある場合は、設置場所の地盤環境に関する情報を収集整理しておくことが望ましい。一般に、以下の

ような場所では、腐食による機能低下に留意しつつ情報を収集整理する。 

 

・海岸線に近く潮水や風送塩の影響を受ける場所（図 3-17） 

・火山や温泉地帯周辺 等 

 

 

 
図 3-17 海岸近くで塩害の影響を受けたテンドンの腐食事例 

 

 また、図 3-18 のように、積雪量等の気象条件もアンカー工の機能低下や老朽化に影響を与える

場合がある。このような設置箇所の気象条件に関する地域特性を把握することも有用である。さらに、

アンカー工の設置箇所の土地の利用形態の変更、地形改変や施設の築造によって、その周辺の環境が

一変する場合もある。こうした設置箇所周辺の土地の利用形態等についての情報も可能な限り整理

しておくことが望ましい。 
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図 3-18 積雪荷重の影響を受けた頭部キャップの事例 

 

 

3.3.4 基本的な情報の整理と活用 

ここで整理された情報は、概査時の基礎資料となり、アンカー工の機能維持に関する課題や、異常

が認められた場合の要因の推定に対して一つの判断材料となる。したがって、基本情報調査は概査前

に行い、現地での着目点等を整理するなどして点検の効率化を図る。 

概査時に健全性に対する評価を行う場合は、まず基本情報調査で整理された計画時の設計条件と、

概査時に得られた情報について整合性を確認する。前回までの記録と何らかの相違が認められれば、

その結果は健全性を判断する上で重要な材料となる。したがって、供用期間中の経年的変化の記録は、

写真や簡易計測等により整理し、相互に比較できるよう、整理しておくことが望ましい。 

なお、情報を整理する上で、本手引きで示した様式で対応することが困難であったり、図面などが

読み取れなくなる恐れがある場合は、無理に様式で整理せず同一ファイルに綴じ込む、電子化して保

存する等適宜対処することが必要である。さらに、維持管理上基本となる施設の諸元（施工数量、施

工完了年月、アンカー体長、アンカー自由長、設計アンカー力、定着時緊張力、工法、引張り材等）

は銘板として残すのも有効な方法である。 

 また、基本情報調査を実施したものの、情報や関係資料が入手できない場合も、そのこと自体が維

持管理上重要な事実であり、実施日や実施した範囲等の記録が残るようにする。




